








社会福祉法人　とやま虹の会

第⼀号第⼀様式（第⼗七条第四項関係）

（単位︓円）
予算(A) 決算(B) 差異(A)-(B) 備考

介護保険事業収⼊ 1,259,000,000 1,240,884,403 18,115,597
障害福祉サービス等事業収⼊ 6,400,000 7,186,163 -786,163
（何）事業収⼊ 0 0
その他の事業収⼊ 10,954,000 5,275,613 5,678,387
借⼊⾦利息補助⾦収⼊ 0 0
経常経費寄附⾦収⼊ 1,180,000 2,234,700 -1,054,700
受取利息配当⾦収⼊ 3,000 4,321 -1,321
その他の収⼊ 5,987,000 8,084,868 -2,097,868
流動資産評価益等による資⾦増加額 0 0
事業活動収⼊計（１） 1,283,524,000 1,263,670,068 19,853,932
⼈件費⽀出 854,505,000 843,256,357 11,248,643
事業費⽀出 154,840,000 159,272,003 -4,432,003
事務費⽀出 170,081,000 160,292,837 9,788,163
利⽤者負担軽減額 4,101,000 5,340,974 -1,239,974
⽀払利息⽀出 7,670,000 7,770,134 -100,134
その他の⽀出 0 0
流動資産評価損等による資⾦減少額 1,568,815 -1,568,815
事業活動⽀出計（２） 1,191,197,000 1,177,501,120 13,695,880

事業活動資⾦収⽀差額（３）＝（１）－（２） 92,327,000 86,168,948 6,158,052
施設整備等補助⾦収⼊ 1,423,000 -1,423,000
施設整備等寄附⾦収⼊ 0 0
設備資⾦借⼊⾦収⼊ 30,000,000 40,000,000 -10,000,000
固定資産売却収⼊ 0 0
その他の施設整備等による収⼊ 0 0
施設整備等収⼊計（４） 30,000,000 41,423,000 -11,423,000
設備資⾦借⼊⾦元⾦償還⽀出 34,620,000 35,452,000 -832,000
固定資産取得⽀出 62,500,000 59,262,734 3,237,266
固定資産除却・廃棄⽀出 0 0
ファイナンス・リース債務の返済⽀出 4,124,352 4,124,352 0
その他の施設整備等による⽀出 0 0
施設整備等⽀出計（５） 101,244,352 98,839,086 2,405,266

施設整備等資⾦収⽀差額（６）＝（４）－（５） -71,244,352 -57,416,086 -13,828,266
⻑期運営資⾦借⼊⾦元⾦償還寄附⾦収⼊ 0 0
⻑期運営資⾦借⼊⾦収⼊ 0 0
⻑期貸付⾦回収収⼊ 0 0
投資有価証券売却収⼊ 0 0
積⽴資産取崩収⼊ 0 0
その他の活動による収⼊ 0 0
その他の活動収⼊計（７） 0 0 0
⻑期運営資⾦借⼊⾦元⾦償還⽀出 15,000,000 15,000,000 0
⻑期貸付⾦⽀出 2,698,292 -2,698,292
投資有価証券取得⽀出 0 0
積⽴資産⽀出 0 0

その他の活動による⽀出 0 0

その他の活動⽀出計（８） 15,000,000 17,698,292 -2,698,292
その他の活動資⾦収⽀差額（９）＝（７）－（８） -15,000,000 -17,698,292 2,698,292

予備費⽀出（１０） 0

当期資⾦収⽀差額合計（１１）＝（３）＋（６）＋（９）－（１０） 6,082,648 11,054,570 -4,971,922
前期末⽀払資⾦残⾼（１２） 176,484,801 176,484,801 0
当期末⽀払資⾦残⾼（１１）＋（１２） 182,567,449 187,539,371 -4,971,922

法⼈単位資⾦収⽀計算書

（⾃）令和4年4⽉1⽇  （⾄）令和5年3⽉31⽇
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社会福祉法人　とやま虹の会

第⼆号第⼀様式（第⼆⼗三条第四項関係）

（単位︓円）
当年度決算(A) 前年度決算(B) 増減(A)-(B)

介護保険事業収益 1,240,884,403 1,242,244,087 -1,359,684

障害福祉サービス等事業収益 7,186,163 6,880,063 306,100

（何）事業収益 0 0 0

その他の事業収益 5,275,613 3,230,520 2,045,093

経常経費寄附⾦収益 2,234,700 1,431,000 803,700

その他の収益 0 0 0

サービス活動収益計（１） 1,255,580,879 1,253,785,670 1,795,209

⼈件費 858,232,209 850,866,102 7,366,107

事業費 161,970,295 149,254,353 12,715,942

事務費 160,292,837 160,443,031 -150,194

利⽤者負担軽減額 5,340,974 4,133,162 1,207,812

減価償却費 103,740,024 102,444,207 1,295,817

国庫補助⾦等特別積⽴⾦取崩額 -24,862,943 -24,565,518 -297,425

徴収不能額 74,802 0 74,802

徴収不能引当⾦繰⼊ 13,837 1,843,572 -1,829,735

その他の費⽤ 0 0 0

サービス活動費⽤計（２） 1,264,802,035 1,244,418,909 20,383,126
サービス活動増減差額（３）＝（１）－（２） -9,221,156 9,366,761 -18,587,917

借⼊⾦利息補助⾦収益 0 0 0

受取利息配当⾦収益 4,321 5,342 -1,021

有価証券評価益 0 0 0

有価証券売却益 0 0 0

投資有価証券評価益 0 0 0

投資有価証券売却益 0 0 0

その他のサービス活動外収益 8,084,868 7,568,341 516,527

サービス活動外収益計（４） 8,089,189 7,573,683 515,506

⽀払利息 7,770,134 8,191,010 -420,876

有価証券評価損 0 0 0

有価証券売却損 0 0 0

投資有価証券評価損 0 0 0

投資有価証券売却損 0 0 0

その他のサービス活動外費⽤ 0 0 0

サービス活動外費⽤計（５） 7,770,134 8,191,010 -420,876
サービス活動外増減差額（６）＝（４）－（５） 319,055 -617,327 936,382

経常増減差額（７）＝（３）＋（６） -8,902,101 8,749,434 -17,651,535
施設整備等補助⾦収益 1,423,000 826,000 597,000

施設整備等寄附⾦収益 0 0 0

⻑期運営資⾦借⼊⾦元⾦償還寄附⾦収益 0 0 0

固定資産受贈額 0 0 0

固定資産売却益 0 0 0

その他の特別収益 0 0 0

特別収益計（８） 1,423,000 826,000 597,000

基本⾦組⼊額 0 0 0

資産評価損 0 0 0

固定資産売却損・処分損 152,884 3,664,653 -3,511,769

国庫補助⾦等特別積⽴⾦取崩額（除却等） 0 -800,000 800,000

国庫補助⾦等特別積⽴⾦積⽴額 1,423,000 92,141 1,330,859

災害損失 0 0 0

その他の特別損失 0 0 0

特別費⽤計（９） 1,575,884 2,956,794 -1,380,910
特別増減差額（１０）＝（８）－（９） -152,884 -2,130,794 1,977,910

当期活動増減差額（１１）＝（７）＋（１０） -9,054,985 6,618,640 -15,673,625

前期繰越活動増減差額（１２） 179,647,936 173,029,296 6,618,640

当期末繰越活動増減差額（１３）＝（１１）＋（１２） 170,592,951 179,647,936 -9,054,985

基本⾦取崩額（１４） 0 0 0

その他の積⽴⾦取崩額（１５） 0 0 0

その他の積⽴⾦積⽴額（１６） 0 0 0

次期繰越活動増減差額（１７）＝（１３）＋（１４）＋（１５）－（１６） 170,592,951 179,647,936 -9,054,985

法⼈単位事業活動計算書

（⾃）令和4年4⽉1⽇  （⾄）令和5年3⽉31⽇
勘定科⽬
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社会福祉法人　とやま虹の会

第三号第⼀様式（第⼆⼗七条第四項関係）

（単位︓円）

当年度末 前年度末 増減 当年度末 前年度末 増減
流動資産 405,967,200 390,302,035 15,665,165 流動負債 296,757,590 288,899,171 7,858,419

　現⾦預⾦ 204,776,344 184,982,405 19,793,939 　短期運営資⾦借⼊⾦ 180,000,000 180,000,000 0

　有価証券 0 　事業未払⾦ 20,836,362 17,735,573 3,100,789

　事業未収⾦ 196,922,482 202,884,465 -5,961,983 　その他の未払⾦ 0

　未収⾦ 4,103,073 809,906 3,293,167 　⽀払⼿形 0

　未収補助⾦ 0 　１年以内返済予定設備資⾦借⼊⾦ 39,612,000 34,620,000 4,992,000

　未収収益 0 　１年以内返済予定⻑期運営資⾦借⼊⾦ 15,000,000 15,000,000 0

　受取⼿形 0 　１年以内返済予定リース債務 3,860,352 4,124,352 -264,000

　貯蔵品 0 　１年以内返済予定役員等⻑期借⼊⾦ 0

　医薬品 0 　１年以内⽀払予定⻑期未払⾦ 0

　診療・療養費等材料 0 　未払費⽤ 0

　給⾷⽤材料 0 　預り⾦ 15,968,295 15,943,011 25,284

　⽴替⾦ 128,342 105,000 23,342 　職員預り⾦ 3,480,581 3,476,235 4,346

　前払⾦ 0 　前受⾦ 0

　前払費⽤ 530,368 795,552 -265,184 　前受収益 0

　短期貸付⾦ 0 　仮受⾦ 0

　仮払⾦ 10,000 10,000 0 　賞与引当⾦ 18,000,000 18,000,000 0

　その他の流動資産 1,354,000 4,052,292 -2,698,292 　その他の流動負債 0

　徴収不能引当⾦ -1,857,409 -3,337,585 1,480,176

固定資産 1,542,186,920 1,586,817,094 -44,630,174 固定負債 775,608,249 779,936,749 -4,328,500

基本財産 1,448,044,864 1,479,634,918 -31,590,054 　設備資⾦借⼊⾦ 656,594,000 657,038,000 -444,000

　⼟地 122,293,453 122,293,453 0 　⻑期運営資⾦借⼊⾦ 11,260,000 26,260,000 -15,000,000

　建物 1,325,751,411 1,357,341,465 -31,590,054 　リース債務 2,740,188 6,600,540 -3,860,352

　定期預⾦ 0 　役員等⻑期借⼊⾦ 0

　投資有価証券 0 　退職給付引当⾦ 105,014,061 90,038,209 14,975,852

その他の固定資産 94,142,056 107,182,176 -13,040,120 　⻑期未払⾦ 0

　⼟地 9,060,155 9,060,155 0 　⻑期預り⾦ 0

　建物 25,481,814 28,734,936 -3,253,122 　その他の固定負債 0

　構築物 21,665,838 23,387,794 -1,721,956 負債の部合計 1,072,365,839 1,068,835,920 3,529,919

　機械及び装置 3,984,807 4,574,492 -589,685

　⾞輌運搬具 1 1 0 基本⾦ 305,998,540 305,998,540 0

　器具及び備品 20,336,386 23,273,460 -2,937,074 　第⼀号基本⾦ 305,998,540 305,998,540 0

　建設仮勘定 0 　第⼆号基本⾦ 0

　有形リース資産 6,581,245 10,706,376 -4,125,131 　第三号基本⾦ 0

　権利 597,632 750,512 -152,880 国庫補助⾦等特別積⽴⾦ 394,196,790 417,636,733 -23,439,943

　ソフトウェア 540,178 800,450 -260,272 その他の積⽴⾦ 5,000,000 5,000,000 0

　無形リース資産 0 　建設積⽴⾦ 5,000,000 5,000,000 0

　投資有価証券 420,000 420,000 0 次期繰越活動増減差額 170,592,951 179,647,936 -9,054,985

　⻑期貸付⾦ 0 （うち当期活動増減差額） -9,054,985 6,618,640 -15,673,625

　退職給付引当資産 0

　⻑期預り⾦積⽴資産 0

　その他の積⽴資産 5,000,000 5,000,000 0

　差⼊保証⾦ 474,000 474,000 0

　⻑期前払費⽤ 0

　その他の固定資産 0 純資産の部合計 875,788,281 908,283,209 -32,494,928

資産の部合計 1,948,154,120 1,977,119,129 -28,965,009 負債及び純資産の部合計 1,948,154,120 1,977,119,129 -28,965,009

法⼈単位貸借対照表

令和5年3⽉31⽇現在
資産の部 負債の部

純資産の部
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計算書類に対する注記　（法人全体）
別紙1

１．継続事業の前提に関する注記

該当なし

２．重要な会計方針

　　（１）有価証券の評価基準及び評価方法
　　　　　・満期保有目的の債券等－償却原価法（定額法）
　　　　　・上記以外の有価証券で時価のあるもの－決算日の市場価格に基づく時価法
　　（２）固定資産の減価償却の方法
　　　　　・建物並びに器具及び備品－定額法
　　　　　・リース資産
　　　　　　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　　　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。
　　　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。
　　（３）引当金の計上基準
　　　　　・退職給付引当金－期末退職金要支給額を計上することとしている。不足額を分割計上予定
　　　　　・賞与引当金　　－支給見込み額のうち当年度に帰属する額を計上している。
　　　　　・徴収不能引当金－期末未収入金のうち徴収不能と見込まれる額を計上している。

３．重要な会計方針の変更

該当なし

４．法人で採用する退職給付制度

法人の就業規則による退職金を支給することとしている。
支給額の一部を福祉医療機構の社会福祉施設職員等退職手当共済制度で充当している。

５．法人が作成する計算書類と拠点区分、サービス区分

　　当法人の作成する計算書類は以下のとおりになっている。
　（１）法人全体の計算書類（会計基準省令第１号第１様式、第２号第１様式、第３号第１様式）
　（２）事業区分別内訳表（会計基準省令第１号第２様式、第２号第２様式、第３号第２様式）
　　　　　　事業のすべてが社会福祉事業の為作成しないことを選択する。
　（３）社会福祉事業における拠点区分別内訳表（会計基準省令第１号第３様式、第２号第３様式、第３号第３様式）
　（４）収益事業における拠点区分別内訳表（会計基準省令第１号第３様式、第２号第３様式、第３号第３様式）
　　　　当法人では、収益事業を実施していないため作成していない。
　（５）各拠点区分におけるサービス区分の内容
　　　　　ア　しらいわ苑拠点区分（社会福祉事業）
　　　　　　　　　法人本部
　　　　　　　　　デイサービスかけはし合算‐デイサービスかけはし
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　‐デイサービスかけはしサテライトやすらぎの郷（運営停止）　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　‐デイサービスかけはしサテライト虹の橋　　　　　
　　　　　　　　　特別養護老人ホームしらいわ苑合算-特別養護老人ホームしらいわ苑
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　-特別養護老人ホームしらいわ苑こもれび
　　　　　　　　　特別養護老人ホームしらいわ苑　短期入所生活介護（運営停止中）
　　　　　　　　　しらいわ苑デイサービスセンター
　　　　　　　　　水橋介護保険相談所
　　　　　　　　　しらいわ苑ホームヘルパーセンター
　　　　　　　　　生活サポートセンターかけはし
　　　　　　　　　ＬＳＡかけはし
　　　　　　　　　訪問看護ステーションにじ（運営停止）
　　　　　　　　　生きがいデイサービスかけはし（運営停止）
　　　　　　　　　中村町ぬくもりの郷（運営停止）
　　　　　イ　レインボー拠点区分（社会福祉事業）
　　　　　　　　　介護老人保健施設レインボー
　　　　　　　　　介護老人保健施設レインボー　短期入所療養介護
　　　　　　　　　介護老人保健施設レインボー　通所リハビリテーション
　　　　　　　　　水橋南地域包括支援センター



計算書類に対する注記　（法人全体）
別紙1

６．基本財産の増減の内容及び金額

　　基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

（単位：円）

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

122,293,453土地 122,293,453

54,845,120 86,435,1741,357,341,465建物 1,325,751,411

1,479,634,918 54,845,120 86,435,174 1,448,044,864合計

７．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

該当なし

８．担保に供している資産

　　担保に供されている資産は以下のとおりである。
円37,238,140しらいわ苑　土地（基本財産）
円1,042,236,823しらいわ苑　建物（基本財産）

円1,079,474,963計

　　担保している債務の種類および金額は以下のとおりである。
円525,723,000設備資金借入金（福祉医療機構）
円68,625,442設備資金借入金（にいかわ信用金庫）
円25,734,558設備資金借入金（にいかわ信用金庫）

円620,083,000計

９．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高（貸借対照表上、間接法で表示してい
る場合は記載不要。）
　　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

（単位：円）

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

土地 122,293,453 122,293,453

建物 2,937,672,405 1,611,920,994 1,325,751,411

定期預金

投資有価証券

土地 9,060,155 9,060,155

建物 92,102,607 66,620,793 25,481,814

構築物 97,442,489 75,776,651 21,665,838

機械及び装置 14,588,634 10,603,827 3,984,807

車輌運搬具 2,792,630 2,792,629 1

器具及び備品 117,871,447 97,535,061 20,336,386

建設仮勘定

有形リース資産 35,058,864 28,477,619 6,581,245

権利 597,632 597,632

ソフトウェア 2,183,360 1,643,182 540,178

無形リース資産

投資有価証券

長期貸付金

事業区分間長期貸付金

拠点区分間長期貸付金

退職給付引当資産

長期預り金積立資産

その他の積立資産

移行時減価償却特別積立資産

修繕積立資産

建設積立資産

差入保証金 474,000 474,000

長期前払費用

その他の固定資産 420,000 420,000

合計 3,432,557,676 1,895,370,756 1,537,186,920
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１０．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高（貸借対照表上、間接法で表示
している場合は記載不要。）
　　債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

（単位：円）

徴収不能引当金
の当期末残高

債権額 債権の当期末
残高

151,599,937事業未収金　保険 151,599,937

45,322,545事業未収金　利用料 45,322,545

4,103,073未収金 4,103,073

△1,857,409徴収不能引当金 △1,857,409

199,168,146合　計 199,168,146

１１．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

　　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は以下のとおりである。

（単位：円）

時価帳簿価額種類及び銘柄 評価損益

該当なし

合　計

１２．関連当事者との取引の内容

（単位：円）

　　関連当事者との取引の内容は次のとおりである。

関係内容 期末残高科目取引金額取引の
内　容事業上

の関係
役員の
兼務等

議決権
の所有
割　合

事業の
内容又
は職業

資産総額住所種類 法人等
の名称

該当なし

１３．重要な偶発債務

該当なし

１４．重要な後発事象

該当なし

１５．合併及び事業の譲渡若しくは事業の譲受け

該当なし

１６．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態
を明らかにするために必要な事項

・富山県より医療機関等に対する光熱費等高騰対策緊急支援金￥60,000の交付を受けた。
・富山県よりサービス継続支援事業費補助金￥15,612,000の交付を受けた。
・富山県より介護ロボット導入促進事業補助金￥1,423,000の交付を受け、同額を国庫補助金等特別積立金とした。
・富山市より福祉事業所物価高騰対策支援事業費補助金￥2,517,000の交付を受けた。
・平成25年度から平成30年度までの事業未収金利用料のうち￥833,378と退職職員社会保険料立替分の未収金￥660,635を
　徴収不能引当金により処理をした。



 
社会福祉法人とやま虹の会 役員等報酬規程 

 

(目的)  

第１条 この規程は、社会福祉法人とやま虹の会(以下「当法人」という。)定款第九条及び第二四条の

規定に基づき、役員（理事及び監事）及び評議員（以下「役員等」とする）の報酬等について

定めるものとする。 

尚、常勤役員である、理事長及び専務理事（業務執行理事）については「専任役員」とし、別

に「専任役員報酬規程」として定めるものとする。 

 

(報酬等の支給) 

第２条 役員等には、勤務形態に応じて、次の通り報酬等を支給する。 

（1）非常勤役員等については、役員報酬は支給しないものとする。 

２ 常勤役員等に対する退職手当は、役員等として円満に任期を満了、または辞任、死亡により退任し

たものに支給するものとし、死亡により退任した者については、その遺族に支払うものとする。 

 

 (費用弁償) 

第３条 非常役員等が、理事長の指示または理事会の委任を受け下記の法人業務を行う場合、費用を弁

償する。 

(1) 費用弁償は、別表１に定める額 

(2) 非常勤役員等が職務のために出張したときは、旅費規程に基づき支払う。 

 

（当法人職員給与との併給） 

第４条 当法人の職員を兼ね、職員給与を支給している者の役員等報酬は支給しない。 

 

（費用弁償の支給方法） 

第５条 非常勤役員等に対する費用弁償は、一括又は分割し支給する。 

 

（公表） 

第６条 当法人は、この規程と専任役員報酬規程をもって、社会福祉法第五十九条の二第一項二号に定

める報酬等の支給基準として公表する。 

 

（改廃） 

第７条 この規程と専任役員報酬規程の改廃は、評議員会の承認を受けて行う。 

 

（補足） 

第８条 この規定の実施に関して必要な事項は、理事長が理事会の議決を経て、別に定めることとする。 

 

附則 この規程は、２０１７年４月１日より施行する。 

    ２０１８年７月１日改定 

         ２０２２年７月１日改定 



 
別表１（非常勤役員等の費用弁償） 

(1)評議員 

 1回につき 

評議員会への出席等   ５，０００円 

 

(2)理事 

 1回につき 

理事会への出席、法人及び施設業務のための出勤   ５，０００円 

 

(3)監事 

 1回につき 

監事監査、理事会、評議員会等への出席、法人及び施設

業務のための出勤 

  ５，０００円 
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    社会福祉法人とやま虹の会定款 

 

第一章 総 則 

（目的） 

第一条 この社会福祉法人（以下「法人」という。）は、多様な福祉サービスがその利用者の意向 

を尊重して総合的に提供されるよう創意工夫することにより、利用者が、個人の尊厳を保持しつ

つ、自立した生活を地域社会において営むことができるよう支援することを目的として、次の社

会福祉事業を行う。 

（１）第一種社会福祉事業 

（イ）特別養護老人ホームの経営 

（２）第二種社会福祉事業 

（イ）介護老人保健施設の経営 

（ロ）老人介護支援センターの経営 

（ハ）老人訪問介護事業の経営 

（ニ）老人デイサービス事業の経営 

（ホ）老人短期入所生活介護事業の経営 

（ヘ）障害福祉サービス事業の経営 

（ト）小規模多機能居宅介護事業の経営 

 

（名称） 

第二条 この法人は、社会福祉法人とやま虹の会という。 

 

（経営の原則等） 

第三条 この法人は、社会福祉事業の主たる担い手としてふさわしい事業を確実、効果的かつ適

正に行うため、自主的にその経営基盤の強化を図るとともに、その提供する福祉サービスの質の

向上並びに事業経営の透明性の確保を図り、もって地域福祉の推進に努めるものとする。 

２ この法人は、地域社会に貢献する取組として、地域の独居高齢者等を支援するため、無料又は

低額な料金で福祉サービスを積極的に提供するものとする。 

 

（事務所の所在地） 

第四条 この法人の事務所を富山県富山市水橋新堀 1番地に置く。 

 

第二章 評議員 

（評議員の定数） 

第五条 この法人に評議員八名以上一○名以内を置く。 

 

（評議員の選任及び解任） 
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第六条 この法人に評議員選任・解任委員会を置き、評議員の選任及び解任は、評議員選任・解任

委員会において行う。 

２ 評議員選任・解任委員会は、監事一名、事務局員一名、外部委員二名の合計四名で構成する。 

３ 選任候補者の推薦及び解任の提案は、理事会が行う。評議員選任・解任委員会の運営について

の細則は、理事会において定める。 

４ 選任候補者の推薦及び解任の提案を行う場合には、当該者が評議員として適任及び不適任と判

断した理由を委員に説明しなければならない。 

５ 評議員選任・解任委員会の決議は、委員の過半数が出席し、その過半数をもって行う。ただし、 

外部委員の一名以上が出席し、かつ、外部委員の一名以上が賛成することを要する。 

 

（評議員の資格） 

第七条 社会福祉法（以下「法」という。）第四十条第四項及び第五項を遵守するとともに、こ

の法人の評議員のうちには、評議員のいずれか一人及びその親族その他特殊の関係がある者

（租税特別措置法施行令第二十五条の十七第六項第一号に規定するものをいう。以下同じ。）

の合計数が評議員現在数の三分の一を超えて含まれることになってはならない。 

 

（評議員の任期） 

第八条 評議員の任期は、選任後四年以内に終了する会計年度のうち最終のものに関する定時評議

員会の終結の時までとし、再任を妨げない。 

２ 任期の満了前に退任した評議員の補欠として選任された評議員の任期は、退任した評議員の

任期の満了する時までとすることができる。 

３ 評議員は、第五条に定める定数に足りなくなるときは、任期の満了又は辞任により退任した後

も、新たに選任された者が就任するまで、なお評議員としての権利義務を有する。 

 

（評議員の報酬等） 

第九条 評議員に対して、各年度の総額が３０万円を超えない範囲で、評議員会において別に定め

る報酬等の支給基準に従って算定した額を、報酬として支給することができる。 

 

第三章 評議員会 

（構成） 

第一○条 評議員会は、全ての評議員をもって構成する。 

 

（権限） 

第一一条 評議員会は、次の事項について決議する。 

(1) 理事及び監事の選任又は解任 

(2) 理事及び監事の報酬等の額 

(3) 理事及び監事並びに評議員に対する報酬等の支給の基準 

(4) 予算及び事業計画の承認 

(5) 計算書類（貸借対照表及び収支計算書）及び財産目録の承認 
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(6) 予算外の新たな義務の負担及び権利の放棄 

(7)   定款の変更 

(8)   残余財産の処分 

(9)   基本財産の処分 

(10) 社会福祉充実計画の承認 

(11)  公益事業に関する重要な事項 

(12)  解散 

(13)  その他評議員会で決議するものとして法令又はこの定款で定められた事項 

 

（開催） 

第一二条 評議員会は、定時評議員会として毎年度六月に 1 回開催するほか、必要がある場合に

開催する。 

 

（招集） 

第一三条 評議員会は、法令に別段の定めがある場合を除き、理事会の決議に基づき理事長が招集

する。 

２ 評議員は、理事長に対し、評議員会の目的である事項及び招集の理由を示して、評議員会の招

集を請求することができる。 

 

（議長） 

第一四条 評議員会に議長を置く。 

２ 議長は、その都度、評議員の互選とする。 

 

（決議） 

第一五条 評議員会の決議は、決議について特別の利害関係を有する評議員を除く評議員の過半数

が出席し、その過半数をもって行う。 

２ 前項の定にかかわらず、次の決議は、決議について特別の利害関係を有する評議員を除く評議

員の三分の二以上に当たる多数をもって行わなければならない。 

(1) 監事の解任 

(2) 定款の変更 

(3) その他法令で定められた事項 

３ 理事又は監事を選任する議案を決議するに際しては、各候補者ごとに第 1 項の決議を行わな

ければならない。理事又は監事の候補者の合計数が第一七条に定める定数を上回る場合には、過

半数の賛成を得た候補者の中から得票数の多い順に定数の枠に達するまでの者を選任することと

する。 

４ 第１項及び第２項の規定にかかわらず、評議員(当該事項について議決に加わることができる

ものに限る。)の全員が、書面又は電磁的記録により同意の意思表示をしたときは、評議員会の

決議があったものとみなす。 
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（議事録） 

第一六条 評議員会の議事については、法令で定めるところにより、議事録を作成する。 

２ 議長及び会議に出席した評議員のうちから選出された議事録署名人二名がこれに署名する。 

 

第四章 役員及び職員 

（役員の定数）  

第一七条 この法人には、次の役員を置く。 

（１）理事 六名以上八名以内 

（２）監事 三名以内 

２ 理事のうち一名を理事長とする。 

３ 理事長以外の理事から、法第四十五条の十六第二項第二号の業務執行理事として専務理事を

置くことができる。 

４ 前項の専務理事または理事のなかから予め順位を決め、法第四十五条の十六第二項第二号の

業務執行理事とする。 

 

（役員の選任） 

第一八条 理事及び監事は、評議員会の決議によって選任する。 

２ 理事長及び専務理事は、理事会の決議によって理事の中から選定する。 

 

（役員の資格） 

第一九条 社会福祉法第四十四条第六項を遵守するとともに、この法人の理事のうちには、理事

のいずれか一人及びその親族その他特殊の関係がある者の合計数が、理事現在数の三分の一を

超えて含まれることになってはならない。 

２ 社会福祉法第四十四条第七項を遵守するとともに、この法人の監事には、この法人の理事(そ

の親族その他特殊の関係があるものを含む)及び評議員(その親族その他特殊の関係があるもの

を含む)並びに、この法人の職員が含まれてはならない。また、各監事は、相互に親族その他特

殊の関係がある者であってはならない。 

 

（理事の職務及び権限） 

第二○条 理事は、理事会を構成し、法令及びこの定款で定めるところにより、職務を執行する。  

２ 理事長は、法令及びこの定款で定めるところにより、この法人を代表し、その業務を執行

し、専務理事は、理事会において別に定めるところにより、この法人の業務を分担執行する。 

３ 理事長は、三箇月に 1 回以上、自己の職務の執行の状況を理事会に報告しなければならな

い。 

（監事の職務及び権限） 

第二一条 監事は、理事の職務の執行を監査し、法令で定めるところにより、監査報告を作成する。 

２ 監事は、いつでも、理事及び職員に対して事業の報告を求め、この法人の業務及び財産の状況

の調査をすることができる。 
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（役員の任期） 

第二二条  理事又は監事の任期は、選任後二年以内に終了する会計年度のうち最終のものに関する 

定時評議員会の終結の時までとし、再任を妨げない。 

２ 補欠として選任された理事又は監事の任期は、前任者の任期の満了する時までとすることが

できる。 

３ 理事又は監事は、第一七条に定める定数に足りなくなるときは、任期の満了又は辞任により

退任した後も、新たに選任された者が就任するまで、なお理事又は監事としての権利義務を有す

る。 

 

（役員の解任） 

第二三条 理事又は監事が、次のいずれかに該当するときは、評議員会の決議によって解任するこ 

とができる。 

(1) 職務上の義務に違反し、又は職務を怠ったとき。 

(2) 心身の故障のため、職務の執行に支障があり、又はこれに堪えないとき。 

 

（役員の報酬等） 

第二四条 理事及び監事に対して、評議員会において別に定める総額の範囲内で、評議員会 におい

て別に定める報酬等の支給の基準に従って算定した額を報酬等として支給することができる。 

 

（責任の免除） 

第二五条 理事又は監事が責任を怠ったことによって生じた損害について、社会福祉法人に対し

賠償する責任は、職務を行うにつき善意でかつ重大な過失がなく、その原因や職務執行状況な

どの事情を勘案して特に必要と認める場合には、社会福祉法第四十五条の二十第四項において

準用する一般社団法人及び一般財団法人に関する法律第一一三条第一項の規定により免除する

ことができる額を限度として理事会の決議によって免除することができる。 

 

（職員） 

第二六条 この法人に、職員を置く。 

２ この法人の設置経営する施設の長他の重要な職員（以下「施設長等」という。）は、理事会に 

おいて、選任及び解任する。 

３ 施設長等以外の職員は、理事長が任免する。 

 

第五章 運営協議会 

（運営協議会の設置） 

第二七条 この法人に、運営協議会を置く。 

 

（運営協議会の委員の定数） 

第二八条 運営協議会の委員は、一五名以内とする。 
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（運営協議会の委員の選任） 

第二九条 運営協議会の委員は、各号に掲げる者から理事長が選任する。 

(1)  地域の代表者 

(2)  利用者又は利用者の家族の代表者 

(3)  その他理事長が適当と認める者 

 

（運営協議会の委員の定数の変更） 

第三○条 法人が第二八条に定める定数を変更しようするときは、運営協議会の意見を聴かなけ

ればならない。 

 

（意見の聴取） 

第三一条 理事長は、必要に応じて、運営協議会から、地域や利用者の意見を聴取するものとす

る。 

 

（その他） 

第三二条 運営協議会については、この定款に定めのあるもののほか、別に定めるところによる

ものとする。 

 

第六章 理事会 

（構成） 

第三三条 理事会は、全ての理事をもって構成する。 

 

（権限） 

第三四条 理事会は、次の職務を行う。ただし、日常の業務として理事会が定めるものについては 

理事長が専決し、これを理事会に報告する。 

(1) この法人の業務執行の決定 

(2) 理事の職務の執行の監督 

(3) 理事長及び専務理事の選定及び解職 

 

（招集） 

第三五条 理事会は、理事長が招集する。 

２ 理事長が欠けたとき又は理事長に事故があるときは、各理事が理事会を招集する。 

 

（決議） 

第三六条 理事会の決議は、決議について特別の利害関係を有する理事を除く理事の過半数が出席 

し、その過半数をもって行う。 

２ 前項の規定にかかわらず、理事（当該事項について議決に加わることが出来るものに限
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る。）の全員が書面又は電磁的記録により同意の意思表示をしたとき(監事が当該提案につい

て異議を述べたときを除く)は理事会の決議があったものとみなす。 

 

（議事録） 

第三七条 理事会の議事については、法令で定めるところにより、議事録を作成する 

２ 当該理事会に出席した理事長及び監事は、前項の議事録に署名する。 

 

第七章 資産及び会計 

（資産の区分） 

第三八条 この法人の資産は、これを分けて基本財産、その他財産及び公益事業用財産の三種とす

る。 

２ 基本財産は、次の各号に掲げる財産をもって構成する。 

（１） 富山県富山市水橋新堀 1番地 介護老人保健施設レインボー敷地 

  8 筆 １４，３２９．４６㎡（別紙） 

（２） 富山県富山市水橋新堀 1７番地１ 特別養護老人ホームしらいわ苑敷地 

  ７筆  ６，３７６．９４㎡（別紙） 

（３） 富山県富山市水橋新堀 1番地所在の鉄筋コンクリート三階建  

  介護老人保健施設レインボー 

  1 棟（延床面積 ３，７７３．１３㎡） 

（４） 富山県富山市水橋新堀１７番地１ 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ・鉄骨ｽﾚｰﾄ葺陸屋根二階建  

  特別養護老人ホームしらいわ苑 

  1 棟（延床面積 ５，１７０．５４㎡） 

（５） 富山市水橋中村町 16 番の１所在の木造合金メッキ鋼板葺平屋建  

  水橋生活サポートセンターかけはし 1棟（延床面積 ２７８．４０㎡） 

（６） 富山県富山市水橋新堀 13 番地１所在の鉄骨造陸屋根二階建 

  特別養護老人ホームしらいわ苑こもれび  

  1 棟（延床面積 ２５４１．６８㎡） 

   

３ その他財産は、基本財産及び公益事業用財産以外の財産とする。 

４ 公益事業用財産は第四七条に掲げる公益を目的とする事業の用に供する財産とする。 

５ 基本財産に指定されて寄附された金品は、速やかに第二項に掲げるため、必要な手続をとら

なければならない。 

 

（基本財産の処分） 

第三九条 基本財産を処分し、又は担保に供しようとするときは、理事現在数の三分の二以上の同

意及び評議員会の承認を得 て、富山市長の承認を得なければならない。ただし、次の各号に掲げ

る場合には、富山市長の 承認は必要としない。 
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一 独立行政法人福祉医療機構に対して基本財産を担保に供する場合 

二 独立行政法人福祉医療機構と協調融資（独立行政法人福祉医療機構の福祉貸付が行う施設

整備のための資金に対する融資と併せて行う同一の財産を担保とする当該施設整備のための

資金に対する融資をいう。以下同じ。）に関する契約を結んだ民間金融機関に対して基本財

産を担保に供する場合（協調融資に係る担保に限る。） 

 

（資産の管理） 

第四○条 この法人の資産は、理事会の定める方法により、理事長が管理する。 

２ 資産のうち現金は、確実な金融機関に預け入れ、確実な信託会社に信託し、又は確実な有価

証券に換えて、保管する。 

 

（事業計画及び収支予算） 

第四一条 この法人の事業計画書及び収支予算書に ついては、毎会計年度開始の日の前日までに、

理事長が作成し、理事現在数の三分の二以上の同意及び評議員会の承認を受けなければならな

い。これを変更する場合も、同様とする。 

２ 前項の書類については、主たる事務所に、当該会計年度が終了するまで の間備え置き、一般

の閲覧に供するものとする。 

 

（事業報告及び決算） 

第四二条 この法人の事業報告及び決算については、毎会計年度終了後、理事長が次の書類を作成 

し、監事の監査を受けた上で、理事会の承認を受けなければならない。 

(1) 事業報告 

(2) 事業報告の附属明細書 

(3) 貸借対照表 

(4) 収支計算書（資金収支計算書及び事業活動計算書） 

(5) 貸借対照表及び収支計算書（資金収支計算書及び事業活動計算書）の附属明細書 

(6) 財産目録 

２ 前項の承認を受けた書類のうち、第 1 号、第 3 号、第 4 号及び第 6号の書類については、定

時評議員会に提出し、第 1 号の書類についてはその内容を報告し、その他の書類については、

承認を受けなければならない。 

３ 第 1 項の書類のほか、次の書類を主たる事務所に 5 年間備え置き、一般の閲覧に供するとと

もに、定款を主たる事務所に備え置き、一般の閲覧に供するものとする。 

(1) 監査報告 

(2) 理事及び監事並びに評議員の名簿 

(3) 理事及び監事並びに評議員の報酬等の支給の基準を記載した書類 

（4） 事業の概要等を記載した書類 

 

（会計年度） 

第四三条 この法人の会計年度は、毎年四月一日に始まり、翌年三月三一日をもって終わる。 
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（会計処理の基準） 

第四四条 この法人の会計に関しては、法令等及びこの定款に定めのあるもののほか、理事会にお

いて定める経理規程により処理する。 

 

（臨機の措置） 

第四五条 予算をもって定めるもののほか、新たに義務の負担をし、又は権利の放棄をしようとす 

るときは、理事現在数の三分の二以上の同意及び評議員会の承認がなければならない。 

 

（保有する株式に係る議決権の行使） 

第四六条 この法人が保有する株式(出資)について、その株式(出資)に係る議決権を行使する場

合には、あらかじめ理事会において理事現在数の三分の二以上の承認を要する。 

 

第八章  公益を目的とする事業 

（種別） 

第四七条 この法人は、社会福祉法第二十六条の規定により、利用者が、個人の尊厳を保持しつ

つ、自立した生活を地域 社会において営むことができるよう支援することなどを目的として、

次の事業を行う。 

（１）居宅訪問看護事業 

（２）居宅介護支援事業 

 （３）地域包括支援センター事業 

 （４）特定保健指導事業 

（５）有料老人ホーム事業 

 

２ 前項の事業の運営に関する事項については、理事総数の三分の二以上の同意及び評議員会の

承認を得なければならない。 

 

第九章 解散 

（解散） 

第四八条 この法人は、社会福祉法第四十六条第一項第一号及び第三号から第六号までの解散事由

に より解散する。 

 

（残余財産の帰属） 

第四九条 解散（合併又は破産による解散を除く。）した場合における残余財産は、評議員会の決 

議を得て、社会福祉法人並びに社会福祉事業を行う学校法人及び公益財団法人のうちから選出さ

れたものに帰属する。 

 

第一○章 定款の変更 

（定款の変更） 
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第五○条 この定款を変更しようとするときは、評議員会の決議を得て、富山市長の認可（社会 福

祉法第四十五条の三十六第二項に規定する厚生労働省令で定める事項に係るものを除く。）を受

けなければならない。 

２ 前項の厚生労働省令で定める事項に係る定款の変更をしたときは、遅滞なくその旨を富山市長

に届け出なければならない。 

 

 第一一章 公告の方法その他 

（公告の方法） 

第五一条 この法人の公告は、社会福祉法人とやま虹の会の掲示場に掲示するとともに、官報、新

聞又は電子公告に掲載して行う。 

 

（施行細則） 

第五二条 この定款の施行についての細則は、理事会において定める。 

 

附 則  

この法人の設立当初の役員、評議員は、次のとおりとする。ただし、この法人の成立後遅滞

なく、この定款に基づき、役員の選任を行うものとする。 

理事長 村内 市郎 

理 事 石黒 七次 

 〃 犬島 淳信 

 〃  小西 乃里子 

 〃  中田 芳三 

 〃  廣瀬 義信 

 〃 山崎 乙吉 

 〃 吉野 武 

監 事 石崎 忠信 

 〃  松島 森 

  評議員  板川 龍夫 

   〃   今村 彰宏 

   〃   大野 孝明 

      〃   金木 清次 

   〃     笹木 芳一 

   〃     田中 悌夫 

   〃   新田 兼一 

   〃   蓮沼 泰蔵 

   〃   林 清忠 

   〃   林 寛 



11  

   〃   藤井 昭雄 

   〃   藤木 進 

   〃   藤田 紀伊子 

   〃   丸山 郁子 

   〃   宮田 昭一 

   〃   安田 進 

   〃   与島 秀則 

附 則 

この定款は、平成４年８月２１日から施行する。 

平成４年８月２１日 

平成６年４月 １日  改定 

平成７年３月１５日  改定 

平成８年７月 １日  改定 

平成９年４月 １日  改定 

平成９年７月１６日  改定 

平成 10 年２月２７日 改定 

平成 12 年４月１０日 改定 

平成 12 年 10 月 ６日 改定 

平成 13 年４月２４日 改定 

平成 15 年７月 ４日 改定 

平成 16 年９月２１日 改定 

平成 17 年３月２８日 改定 

平成 17 年８月１２日 改定 

平成 18 年３月２７日 改定 

平成 18 年５月３１日 改定 

平成 18 年８月 ９日 改定 

平成 20 年３月２８日 改定 

平成 21 年１月２１日 改定 

平成 22 年５月２７日 改定 

平成 22 年８月２１日 改定 

平成 26 年８月１９日 改定 

平成 27 年９月１８日 改定 

 

附 則 

この定款は、平成２９年４月 1日から施行する。 

 令和２年 ４月１日 改定 

 令和５年 ５月１日 改定 
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（別 紙） 

 

（１）富山県富山市水橋新堀１番地介護老人保健施設レインボー敷地 

８筆 １４，３２９．46 ㎡の内訳 

富山県富山市水橋新堀１番１ 宅地 １筆 ７，８６２．53㎡ 

富山県富山市水橋新堀 13 番１ 宅地 １筆 ２，１９５．54㎡ 

富山県富山市水橋新堀 14 番１ 宅地 １筆 ９９０．41 ㎡ 

富山県富山市水橋新堀 15 番１ 宅地 １筆 ３７３．69 ㎡ 

富山県富山市水橋新堀 16 番１ 宅地 １筆 １，２６１．36㎡ 

富山県富山市水橋金尾新 472 番１ 宅地 １筆 ３６２．45 ㎡ 

富山県富山市水橋金尾新 473 番１ 宅地 １筆 ４０６．96 ㎡ 

富山県富山市水橋金尾新 474 番１ 宅地 １筆 ８７６．52 ㎡ 

              合計 ８筆   １４，３２９．46 ㎡ 

（２）富山県富山市水橋新堀１７番地１特別養護老人ホームしらいわ苑敷地 

７筆 ６，３７６．94㎡の内訳 

富山県富山市水橋新堀 17 番 1 宅地 １筆 ３，４５８．71㎡ 

富山県富山市水橋新堀 23 番 1 宅地 １筆 １，９４８．17㎡ 

富山県富山市水橋新堀 501 番 5 宅地 １筆 ９３．98㎡ 

富山県富山市水橋新堀 502 番 1 宅地 １筆 ２０２．18 ㎡ 

富山県富山市水橋新堀 503 番 2 宅地 １筆 ５４．54㎡ 

富山県富山市水橋新堀 759 番 1 宅地 １筆 ５６６．33 ㎡ 

富山県富山市水橋新堀 761 番 2 宅地 １筆 ５３．03㎡ 

 

              合計 ７筆 ６，３７６．94㎡ 

 

（３）富山県富山市水橋新堀１番地所在の鉄筋コンクリート造陸屋根３階建 

介護老人保健施設レインボー１棟 ３，７７３.１3 ㎡ 

（４）富山県富山市水橋新堀１７番地１所在の鉄筋コンクリート・鉄骨造ｽﾚｰﾄ葺陸屋根２階建 

特別養護老人ホームしらいわ苑 １棟 ５，１７０．54 ㎡ 

（５）富山県富山市水橋中村町１６番地所在の木造合金メッキ鋼板葺平家建 

水橋生活サポートセンターかけはし 1 棟 ２７８．40 ㎡ 

（６）富山県富山市水橋新堀１３番地 1所在の鉄骨造陸屋根２階建 

特別養護老人ホームしらいわ苑こもれび１棟 ２５４１．68 ㎡ 
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